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１ 目的等 

  地方公務員法の一部改正に伴い，地方公共団体の職員の人事行政の運営等の状況に

ついて公表することが義務付けられました。 

本町においても，平成１７年７月に「さつま町人事行政の運営等の状況の公表に関

する条例」を制定し，人事行政の運営等の状況を公にすることによって，その公正性

と透明性を高めることを目的としており，これに基づき，職員の給与や職員数，勤務

条件などの状況を公表するものです。 

 

 

２ 公表項目 

  さつま町人事行政の運営等の状況 

   Ⅰ 職員の任免及び職員数に関する状況・・・・・・・・・・・ １ 

   Ⅱ 職員の給与の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

   Ⅲ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況・・・・・・・・・ 12 

   Ⅳ 職員の分限及び懲戒処分の状況・・・・・・・・・・・・・ 16 

   Ⅴ 職員の服務の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 18 

   Ⅵ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況・・・・・・・・・・ 19 

   Ⅶ 職員の福祉及び利益の保護の状況・・・・・・・・・・・・ 21 

 

  公平委員会の事務の委託を受けた県人事委員会の業務状況 

   Ⅰ 勤務条件に関する措置の要求の状況・・・・・・・・・・・ 22 

   Ⅱ 不利益処分に関する不服申立ての状況・・・・・・・・・・ 22 
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さつま町人事行政の運営等の状況 

 

Ⅰ 職員の任免及び職員数に関する状況 

 

１ 職員の任免に関する状況 

 ⑴ 採用の状況 

平成２３年度の職員採用は５名（一般行政職３名，保健師１名，消防職１名）でした。 

 

 ⑵ 退職の状況 

   平成２３年度には，７人の職員が退職しました。その内訳は下表のとおりです。 

区分 
定年

退職 

勧奨

退職 

普通

退職

分限

免職

懲戒

免職

死亡

退職

再任用後の

離職 
計 

さつま町 ６  １     ７ 

  

 ⑶ 再任用の状況 

   定年退職者等を従前の勤務実績等に基づく選考により，１年を超えない範囲内で任期

を定め，常時勤務を要する職若しくは短時間勤務の職（１週間あたり３１時間）に採用

することができます。 

   平成２３年度は，該当者なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



平成24年4月1日現在の職員は353人であり，前年と比較して１人減少しています。

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[　　　　]内は，条例定数の合計である。
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普
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２　職員数に関する状況

（各年４月１日現在）
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部
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総　　　合　　　計
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１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は，平成２３年４月１日現在の人数である。

 (3) 特記事項

　現在，臨時特例的な措置として，町長は２０％，副町長は５％，教育長は３％，給料月額が減額されて支給されています。（継続）

○　退職時等特別昇給制度の廃止（平成１９年１月１日～）
○　管理職手当の削減と併せた定額化（平成１９年４月１日～）
○　管理職員特別勤務手当額の見直し（平成１９年４月１日～）
○　時間外勤務手当の総額のキャップ制の導入（平成２１年４月～）給料の占める割合３％以内に設定

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注） １　ラスパイレス指数とは，国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
   　　２　類似団体平均とは，人口規模，産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
   　　３　「参考値」は，国家公務員の時限的な（２年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合の値である。

２　一般行政職給料表の状況（平成２４年４月１日現在）

（注） 給料月額は，給与抑制措置を行う前のものである。

最高号給の
給料月額 243,700 307,800

（単位：円）

６級

320,600

422,600 456,200

７級

366,200
１号給の
給料月額 135,600 185,800

１級 ２級

（参考）

Ｂ／Ａ

人 件 費 率

22年度の人件費率

(参考)類似団体平均

18.8

　　　　　　％

千円

　　　　　　　　　　　％

職員数

期末・勤勉手当

　　　　　千円

歳 出 額

　　　　　　Ａ

実 質 収 支

千円

23,993

区　　分

さつま町の給与・定員管理等について

人 件 費

　　　　　　Ｂ

住民基本台帳人口

　　　　　（23年度末）

区　　分

20.1%

　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円
23年度

人　

842,576 2,832,49314,074,515

　　　　　　Ａ

人
23年度

316

千円

1,275,183

千円

140,802

一人当たり給与費　　計　　Ｂ 給与費 B/A

一人当たり給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

給　 料 職員手当

400,600

222,900

436,008 5,953

289,200

354,700 388,300

261,900

千円

３級 ４級 ５級

1,851,993 5,861

(H19)
93.5

(H19)
93.4

(H19)
93.9

(H24)
103.3(H24)

102.4

(H24)
104.0

（H24）
参考値
95.5

(Ｈ24)
参考値
94.6

（Ｈ24）
参考値
96.1

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

さつま町 類似団体平均 全国町村平均
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３　職員の平均給与月額,初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢,平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２４年４月１日現在）

　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　②技能労務職

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成21～23年の3ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり，年齢，業務内容，雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは，それぞれ平均給与月額を12倍したものに，公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当，民間において

 　は前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

（注）１　「平均給料月額」とは，平成２４年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

　　　 ２　「平均給与月額」とは，給料月額と毎月支払われる扶養手当，住居手当，時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり，地方公務員給与実態調査に

 　　　　おいて明らかにされているものである。

　　　　　　また，「平均給与月額（国ベース）」は，国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当，特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから比較のため国家公務員と同

　　　　 じベースで再計算したものである。

　　　３　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額（国ベース）」の括弧書きは，給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）である。

（2) 職員の初任給の状況（平成２４年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円

円 円

（注）　国家公務員欄における括弧書きは，給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）である。

133,418(140,100)

国

－

－

163,987(172,200)

区　　　　　分

区　分

さつま町

うち自動車運転手 －

281,165円

（国ベース）

290,396円

民　　間

平均年齢
平均給与月額

－

－ －

対応する民間

－

－－ 307,506(323,181)円 － － －

うち給食調理員

2,861,400円

（Ｄ）

参　考

－

5,419,100円 2,740,400円

5,469,992円

－

年収ベース（試算値）の比較

うち清掃職員 5,436,068円 3,989,200円

うち用務員

類似団体 49.6歳 16人

－

公務員 民間

－

鹿児島県

－

1.18

373,022円 － － －－

1.64

うち清掃職員 44.5歳 7人 305,000円 340,114円 332,943円 廃棄物処理業従業員 44.7歳 288,200円

－

うち給食調理員 50.8歳 14人 330,300円 337,250円 332,514円 調理士 202,200円 1.67

参　考

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額

A/B
（A） （B）の類似職種

平均給与月額

333,862円

一般行政職

うち用務員 45.7歳 11人 313,400円 339,191円 336,000円

297,493円

－

平均年齢 平均給料月額

鹿児島県

42.8

鹿児島県 44.1

国

さつま町 47.7歳

49.2歳

53.5歳

類似団体 43.9

172,200

区　分

公　務　員

国 49.7歳 3,479人 270,465(285,030)円

206,600円

平均給与月額

373,742

406,152

44.4さつま町

区　　分

140,100

319,000円

技能労務職

32人

－大　学　卒

高　校　卒

　　－

－

44.7歳

用務員

152,600

369,901

146,700

395,599円

338,588円

高　校　卒

133,100

（Ｃ）
Ｃ/Ｄ

140,100

1.98

－

1.36

1.91

さつま町

425人 340,140円

大　学　卒 161,600

304,944(329,917)

333,226

323,274

335,900

（国ベース）

平均給与月額

351,716

372,906(401,789)

368,199

358,733
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（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２４年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

(注） 技能労務職の経験年数２０年の高校卒以外については該当職員なし

４　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２４年４月１日現在）

（注）１　さつま町職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

    ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（注）　平成１８年に８級制から７級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）

区　　　　分 経験年数２０年

　　　　　　　　％

3.0

27.7

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

5.1

２　　級

１　　級

１　定型的な業務を行う主事補若しくは技師
補の職務又はこれらに相当する職務
２　高度の知識又は経験を必要とする業務を
行う主事若しくは技師の職務又はこれらに相
当する職務

１　係長の職務又はこれに相当する職務
２　主査の職務又はこれに相当する職務

　　　　　　　　人

主任の職務又はこれに相当する職務

　　　　　　　　人

４　　級

　　　　　　　　人

37

高　校　卒

高　校　卒

中　学　卒

技能労務職

７　　級

６　　級

５　　級

相当高度の知識又は経験を必要とする業務
を行う主事若しくは技師の職務又はこれらに
相当する職務

１　課長補佐の職務又はこれに相当する職
務
２　主幹の職務又はこれらに相当する職務

65

課長，議会事務局長，各委員会の事務局長
の職務又はこれらに相当する職務

高度の知識若しくは経験を必要とする業務
を行う課長，議会事務局長，各委員会の事
務局長の職務又はこれらに相当する業務

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

26

258,200

一般行政職

３　　級

12

7

　　　　　　　　人

区　　分

288,400

職員数

88

　　　　　　　　人

235

350,100

0.0

346,300

100

－

－

経験年数１０年

－

205,400

－ －

大　学　卒

構成比

37.4

　　　　　　　　％

11.1

　　　　　　　　％

15.7

標準的な職務内容

　　　　　　　　％

経験年数１５年

　　　　　　　　％

0

307,900

－

１級
5.1%

１級
4.6%

１級
4.4%

２級
3.0%

２級
3.8%

２級
7.4%

３級
27.7%

３級
30.0%

３級
26.4%

４級
15.7%

４級
14.3%

４級
12.9%

５級
37.4%

５級
35.9%

５級
36.0%

６級
11.1%

６級
11.4%

６級
12.9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２４年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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（2) 昇給への勤務成績の反映状況
　

５　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（23年度支給割合） （23年度支給割合） （23年度支給割合）

期末手当　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算　　　　５％，１０％ ・ 役職加算　　　　５～２０％ ・ 役職加算　　　　５～２０％

・ 管理職加算　　　　　１０％ ・ 管理職加算　　１０～２５％

（注）　(  )内は，再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（2) 退職手当（平成２４年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（退職手当組合特例制度による） （２％～２０％加算）

１人当たり平均支給額　

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は，平成23年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

１人当たり平均支給額（23年度）

国さつま町

千円

59.28

47.5

32.76

59.28

さつま町 鹿児島県

41.34

1.45

41.34

23,722

59.28

2.60

23.5

59.28

33.5

0.651.45

1.35

1.45

１．勤務成績の評定の実施状況
　課長からの事情聴取による評価に変えた。
　（内容の詳細については，さつま町職員勤務評定規程を参照）

２．昇給への勤務成績の反映状況
　評定結果に基づいた昇給区分への差は設けなかった。

1,470 1,524

0.65

59.28

23.5

33.5

30.55

2.60

１．勤務成績の評定の実施状況
　課長からの事情聴取による評価に変えた。
　（内容の詳細については，さつま町職員勤務評定規程を参照）

２．勤勉手当への勤務実績の反映状況
　評定結果に基づいた成績率の差は設けず，一律の支給（135/100）を行った。

47.5

1.35 1.35

１人当たり平均支給額（23年度）

0.65

国

2.60

―

59.28
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 (3) 特殊勤務手当（平成２４年４月１日現在）

千円

　円

　％

 (4) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（5) その他の手当（平成２４年４月１日現在）

円

円

円

円

円

14,598

従事回数1回につき　300円

作業に従事した日1日につき　1,000円

（２３年度決算）

16,406 千円 172,695

千円 269,004

支給職員１人当たり平均支給年額（23年度決算）

左記業務に従事する職員

14,038

15.2

－

５種類

左記職員に対する支給単価

作業に従事した日1日につき　500円

月額500円

手当の名称

手当の種類（手当数）

主として徴税事務に従事する職員

主な支給対象業務

－

主な支給対象職員

徴税事務従事手当

消防職員

730支給実績（23年度決算）

11,130

住居手当

通勤手当

・　交通機関等の利用者につ
いて，片道2㎞以上であり
55,000円を限度に支給
・　自動車等の利用者につい
て，片道2㎞以上であり16,100
円を限度に支給

同

管理又は監督の地位にある職
員に支給
1種：30,000円　2種：20,000円

管理職手当

配偶者　13,000円
2人目以降(配偶者扶養)6,000
円
1人（配偶者非扶養）6,500円
〃(配偶者なし)　11,000円
特定期間の加算　5,000円

扶養手当 同

管理職員特別勤務手当

管理又は監督の地位にある職
員が，臨時又は緊急の必要等
により，週休日・休日に勤務し
た場合に支給
1種：5,000円　2種：3,000円

異

救急，火災出動手当

国の制度
との異同

54,239

－潜水業務手当

－

45,493

消防職員

支 給 実 績 （ ２ ３ 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ ２ ２ 年 度 決 算 ）

感染症防疫作業手当 左記業務に従事する職員 －

行旅病人及び行旅死亡人
取扱従事手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（23年度）

・　借家・借間の場合　(家賃
12,000円を超える場合)，家賃
の額に応じて27,000円を限度
に支給
・　自宅の場合　新築又は購
入の日から起算して5年を経
過していないものに居住して
いる職員で世帯主であるもの
に2,500を支給

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ３ 年 度 決 算 ）

手　当　名

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ２ 年 度 決 算 ）

同

同 0 千円

内容及び支給単価

63,216

従事回数1回につき　150円

195

178

国の制度と
異なる内容

支給実績
（２３年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額

0

・　自宅の場合　新
築又は購入の日
から起算して5年を
経過していないも
のに居住している
職員で世帯主であ
るものに2,500を支
給

千円 54,880

千円 347,813
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５　特別職の報酬等の状況（平成２４年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

７８８，０００円×勤続年数×500/100

６２２，０００円×勤続年数×280/100

(注）１　給料及び報酬の（　）内は，減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は，４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき，１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

７　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は，条例定数の合計である。

計
部
門

業
等
会

公
営
企

水　道

衛　生

土　木

小　計

小　計

〈参考〉

人口１万人当たり職員数  159.07人

50

18

税　務

14

教育部門

28

42

68

42

354

37

317

9

28

[  430  ］

その他

353

9

260,000

　　（２３年度支給割合）

316,000

22

51

4

29

合　　計

14

316

63

民　生

30

町 長

副 町 長

備　　　　考

0
0

△ 1

252,200

職　　員　　数

議　会

普
通
会
計
部
門

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

退
職
手
当

計

一
般
行
政
部
門

商　工

農林水産

総　務

消防部門

議 員

副 議 長

（１０％加算措置あり）

2.95

　　（２３年度支給割合）

6

69

△ 1

△ 1

212

1

0

0

62

対前年
増減数

（類似団体の人口１万人当たり職員数 115.28人）

<参考：普通会計>△ 1

1

0

（類似団体の人口１万人当たり職員数  89.63人）

平成24年

4

平成23年

17

6

212

[  354  ］

22

37

副 議 長

議 長 300,200

区　　　分

期
末
手
当

報

酬

338,000

275,000

議 長

給

料 副 町 長

630,400

590,900

町 長

給　　　　　料　　　　　月　　　　　額　　　　　等

841,000

622,000

788,000

181,000229,308

223,600

281,800

291,000

236,400

副 町 長

副 町 長

議 員

町 長

6,966,400円

542,700684,000

630,400
（参考）類似団体における最高／最低額

人口１万人当たり職員数  143.08人

15,760,000円

△ 1

0

任期毎

任期毎

  欠員不補充

主　な　増　減　理　由

[   △76   ］

0

0

人口１万人当たり職員数  95.91人0

（１０％加算措置あり）

2.95
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（2)年齢別職員構成の状況（平成２４年４月１日現在）

　

※教育長を除く。

（3)職員数の推移

（単位：人・％）

年度

部門別

（

（

（

（

（

（

（注） １　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

352

55歳

２０年
過去５年間

の増減数（率）

44 42

２４年２３年２２年２１年

△ 13.9

公営企業等会計計 △ 9.8

△ 13.5

40 39 37 37

316

41 △ 4

△ 51

0

△ 17

212

42 ％）

％）

△ 34

△ 21.5

0.0

％）

62

％）

236 223 213

42 42 42

△ 13.8212

70

％）408 392 375 361 354 △ 55353

％）

人 人人

以上

60歳20歳 28歳

区　分

32歳

35歳

～～ ～
31歳未満

20歳 24歳

～

52

～

52歳

人

59歳

～

計

56歳
～

23歳 27歳 43歳

～

44歳 48歳36歳

～

40歳

～

74

42

317322335352

40

67 63

48

39歳 47歳 51歳

43

人人 人 人

49 1

１９年

1

人 人

79

一般行政

普通会計計

総合計

367

42

246

職員数
36

人

12

消　防

教　育

17

人

7

人

0

2

4

6

8

10

12

14

16

歳

（％）

構成比

５年前の構成比

20
未
満

20
〜
23

24
〜
27

28
〜
31

32
〜
35

36
〜
39

40
〜
43

44
〜
47

48
〜
51

52
〜
55

56
〜
59

60
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８　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は，平成２３年３月３１日現在の人数である。

② 職員の基本給，平均月収額及び平均年齢の状況（平成２４年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には，期末・勤勉手当等を含む。  

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（２３年度支給割合） （２３年度支給割合）

　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

（ )月分 ( ）月分 （ )月分 ）月分

（ )月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 抜粋

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階，職務の級等による加算措置 職制上の段階，職務の級等による加算措置

　・　役職加算　　　５％，１０％ 　・　役職加算　　　５％，１０％

（注）　(　  )内は，再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成２４年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（退職手当組合特例制度による） （退職手当組合特例制度による）

（退職時特別昇給　　制度なし ） （退職時特別昇給 　制度なし ）

１人当たり平均支給額　 千円 千円 １人当たり平均支給額 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は，平成23年度に退職した職員（一般行政職）に支給された平均額である。

14,149 56,661 6,296

22年度の総費用に占

23,722

59.28 59.28 59.28 59.28

－ － －

47.5 59.28 47.5 59.28

33.5 41.34 33.5 41.34

さつま町（水道事業） さつま町（一般行政職）

23.5 32.76 23.5 32.76

1.45 0.65 1.45 0.65

1,572 1,470

2.60 1.35 2.60 1.35

さつま町水道事業 さつま町（一般行政職）

１人当たり平均支給額（２３年度） １人当たり平均支給額（２３年度）

団体平均 45.4 358,043 528,316

さつま町水道事業 49.0 369,100 524,600

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

6,350

　　　　　千円 千円 千円 千円
23年度

人 千円 千円

9 38,783 3,729

(参考)市町村平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

％ ％

345,271 35,956 70,268 20.4 19.4
23年度

　　　　千円 千円　 千円　

める職員給与費比率

　質収支

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ

職員給与費比率

区　　分 総費用 純損益又は実 総費用に占める
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ウ　時間外勤務手当

千円

千円

エ　その他の手当（平成２４年４月１日現在）

円

円

円

円

円

千円

支給実績一般行政職
の制度と異
なる内容 （２３年度決算）

1,087

200,000

360,000

管理職員特別勤務手当

管理又は監督の地位にある職
員が，臨時又は緊急の必要等
により，週休日・休日に勤務し
た場合に支給
1種：5,000円　2種：3,000円

同 0 千円 0

360

住居手当

・　借家・借間の場合　(家賃
12,000円を超える場合)，家賃
の額に応じて27,000円を限度
に支給
・　自宅の場合　新築又は購
入の日から起算して5年を経
過していないものに居住して
いる職員で世帯主であるもの
に2,500を支給

同

・　交通機関等の利用者につ
いて，片道2㎞以上であり
55,000円を限度に支給
・　自動車等の利用者につい
て，片道2㎞以上であり16,100
円を限度に支給

同

管理職手当
管理又は監督の地位にある職
員に支給
1種：30,000円　2種：20,000円

600 千円同

190 千円 38,000

扶養手当

配偶者　13,000円
2人まで(配偶者扶養)6,000円
1人(配偶者非扶養)6,500円
〃(配偶者なし) 11,000円
その他　5,500円
特定期間の加算　5,000円

同 千円 155,286

通勤手当

支 給 実 績 （ ２ ３ 年 度 決 算 ） 1,492

支給職員１人当たり
手　当　名 内容及び支給単価 （２３年度決算） 平均支給年額

一般行政
職の制度と
の異同

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ３ 年 度 決 算 ） 166
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Ⅲ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 

１ 職員の正規の勤務時間（標準的なもの） 

１週間の 

勤務時間 
開始時刻 終了時刻 休憩時間 

38 時間 45 分 午前８時30分 午後５時15分 午後零時から午後１時まで 

 

２ 週休日及び休日 

種別 意義 

週休日  正規の勤務時間を割り振らない日をいいます。労働基準法第 35 条の

休日にあたるものであり，毎週１回与えることが原則です。 

休日  正規の勤務時間を割り振られているが，特に勤務を命ぜられる場合を

除き，勤務することを要しない日をいいます。次のとおりです。 

① 国民の祝日に関する法律に規定する休日 

② 12 月 29 日から翌年の１月３日までの日（①に掲げる日を除く。） 

 

３ 休暇 

⑴ 制度概要 

種類 事項 期間 

年次有給

休暇 

職員の心身の疲労を回復させ，労働力の維持培

養を図ることを目的として，原則として職員の

請求する時季に与えられる年間一定数の休暇 

１年につき 20 日，ただし，

新規採用職員及び再任用短

時間勤務職員を除く。 

病気休暇 職員が負傷又は疾病のため療養する必要があ

り，勤務しないことがやむを得ないと認めると

きにおける休暇 

療養のため勤務しないこと

がやむを得ないと認められ

る必要最小限度の期間 

公民権行

使等休暇 

職員が選挙権その他公民としての権利を行使す

る場合で，勤務しないことがやむを得ないと認

められるときにおける休暇 

必要と認められる期間 

証人等休

暇 

職員が証人，鑑定人，裁判員，参考人等として

国会，裁判所，地方公共団体の議会その他官公

共署へ出頭する場合で，勤務しないことがやむ

を得ないと認められるときにおける休暇 

必要と認められる期間 

骨髄提供

等のため

の休暇 

職員が骨髄移植のための骨髄液の提供希望者と

してその登録を実施する者に対して登録の申出

を行い，又は骨髄移植のため配偶者，父母，子

及び兄弟姉妹以外の者に骨髄液を提供する場合

で，当該申出又は提供に伴い必要な検査，入院

等のため勤務しないことがやむを得ないと認め

られるときにおける休暇 

必要と認められる期間 

ボランテ 職員が自発的に，かつ，報酬を得ないで社会に貢 １年につき，５日の範囲内
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ィア休暇 献する活動を行う場合で，勤務しないことが相当

であると認められるときにおける休暇 

の期間 

結婚休暇 職員が結婚する場合で，結婚式，旅行その他の結

婚に伴い必要と認められる行事等のため勤務し

ないことが相当であると認められるときにおけ

る休暇 

結婚の日の５日前の日から

当該結婚の日後１月を経過

する日までにおける連続す

る５日の範囲内の期間 

産前産後

休暇 

出産の前後における女性職員の母体保護のため，

労働基準法第 65 条に規定する産前産後の休養を

与える休暇 

妊娠中及び出産後を通じて

引き続く 14 週間（多胎妊娠

の場合は 22 週間）以内の期

間 

母子保健

健診休暇 

妊娠中又は出産後１年以内の女性職員が母子健

康法の規定に基づく保健指導等を受けるための

休暇 

必要と認められる期間 

妊婦休息

時間 

妊娠中の女性職員が母体又は胎児の健康保持に

影響があるとして適宜休息し，又は捕食しようと

する場合における休暇 

必要と認められる期間 

妊婦通勤

時間 

妊娠中の女性職員が通勤に利用する交通機関の

混雑の程度が母体又は胎児の健康保持に影響が

あると認められる場合における休暇 

正規の勤務時間等の始め又

は終わりにおいて必要と認

められる期間 

育児時間 生後１年に達しない子を育てる職員がその子の

保育のために必要と認められる授乳等を行う場

合における休暇 

１日２回，１回 30 分（計

60 分） 

出産支援

休暇 

男性職員がその妻の出産に伴い勤務しないこと

が相当であると認められる場合における休暇 

出産に係る入院等の日から

当該出産の日後２週間を経

過する日までにおける２日

の範囲内の期間 

子の看護

のための

休暇 

小学校の始期に達するまでの子を養育する職員

がその子の看護のため勤務しないことが相当で

あると認められる場合における休暇 

１年につき，５日の範囲内

の期間（２人以上の場合

にあっては１０日） 

生理休暇 労働基準法第 68 条に定める生理日の勤務が著し

く困難な女性職員が請求した場合における休暇 

２日を超えない範囲内で必

要と認められる期間 

葬儀等休

暇 

職員の親族が死亡した場合で，職員が葬儀，服喪

その他親族の死亡に伴い，必要と認められる行事

等のため勤務しないことが相当であると認めら

れるときにおける休暇 

親族の種類により定められ

た日数の範囲内の期間 

父母の祭

日（法要） 

職員が父母の追悼のための特別な行事のため勤

務しないことが相当であると認められる場合に

おける休暇 

１日の範囲内の期間 

夏季休暇 職員が夏季における盆等の諸行事，心身の健康の

維持及び増進又は家庭生活の充実のため勤務し

７月から９月までの期間内

における，週休日，休日及
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ないことが適当であると認められるときにおけ

る休暇 

び代休日を除いて原則とし

て連続する３日の範囲内の

期間 

災害休暇

（現住居

の滅失等） 

職員の現住居が地震，水害，火災その他の災害に

より滅失し，又は損壊した場合で，職員が当該住

居の復旧作業等のため勤務しないことが相当で

あると認められるときにおける休暇 

原則として連続する７日の

範囲内の期間 

災害休暇

（交通機

関等の事

故） 

地震，水害，火災その他の災害又は交通機関の事

故等により出勤することが著しく困難であると

認められる場合における休暇 

必要と認められる期間 

災害休暇

（退勤途

上におけ

る危険回

避） 

地震，水害，火災その他の災害時において，職員

が退勤途上における身体の危険を回避するため

勤務しないことがやむを得ないと認められる場

合における休暇 

必要と認められる期間 

勤務条件

に関する

措置要求

等の休暇 

地方公務員法第 46 条の規定による勤務条件に関

する措置の要求をし，又はその審査へ出頭する場

合における休暇 

必要と認められる期間 

不利益処

分に関す

る不服申

立て等の

休暇 

地方公務員法第 49 条の２の規定による不利益処

分に関する不服申立てをし，又はその審査へ出頭

する場合 

必要と認められる期間 

介護休暇 職員が配偶者，父母，子，配偶者の父母その他規

則で定める者で，負傷，疾病又は老齢により日常

生活を営むことに支障があるものの介護をする

ため，勤務しないことが相当であると認められる

場合の休暇 

介護を必要とする一の継続

する状態ごとに，連続する

６月の期間内において必要

と認められる期間 

組合休暇 職員が任命権者の許可を得て登録された職員団

体の業務又は活動に従事する場合に限り与えら

れる休暇 

１年につき，30 日を超えな

い範囲内の期間 

 

 

 

 

⑵ 年次有給休暇の取得状況 

平均取得日数 取得率 

１０．３日 ２５．９％ 
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⑶ 介護休暇の取得状況 

   平成２３年度の取得者はありませんでした。 

 

４ 休業の状況 

 ⑴ 育児休業及び部分休業は，子を養育する職員が勤務をしながら育児を行うことを容易にし，

職業生活と家庭生活の調和を図ることで職員の福祉を増進するとともに，行政の円滑な運営に

資することを目的とした制度です。 

 ⑵ 育児休業とは，生後３歳に満たない子を養育する職員が，当該子が３歳に達する日までの期

間を限度として，育児のために休業することができる制度です。育児休業期間中，給与は無給

です。 

 ⑶ 部分休業は，小学校就学前の子を養育する職員が，主として託児しながら勤務する場合にお

いて，正規の勤務時間の始め又は終わりに，１日を通じて２時間（育児時間を含む）を超えな

い範囲内で，30 分を単位として勤務しないことが認められている制度です。 

平成 23 年度の新規取得者数 前年度からの継続取得者数 

種別 男 女 計 男 女 計 

育児休業 ０人 ２人 ２人 ０人 ５人 ５人 

部分休業 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 
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Ⅳ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 

１ 職員の分限処分の状況 

 ⑴ 分限とは，職員が一定の事由によってその職務を十分に果たすことができない場合，

又は，予算・定数・職制に比べて職員数が過大になった場合に，本人の意に反する不利

益な身分上の変動をもたらす処分をいい，その目的とするところは，公務能率の維持と

向上を図ることにあります。 

 ⑵ 地方公務員法は，分限によって不利益な処分を受ける場合を限定し，かつ，その公正

な取り扱いを定めることにより，職員の身分を保障しています。 

  ア 分限処分者数 

   降任 免職 休職 降給 計 

勤務成績が良くない場合 － － － － － 

心身の故障の場合 － － ２ － ２ 

職に必要な適格性を欠く場合 － － － － － 

職制，定数の改廃，予算の減少により廃職，

過員を生じた場合 
－ － － － － 

刑事事件に関し起訴された場合 － － － － － 

計 － － ２ － ２ 

   ※ 平成 23 年４月１日から平成 24 年３月 31 日までの間において，分限処分に付され

た者の数であり，同一の者が複数回にわたって分限処分に付された場合，その数を

重複して計上しています。 

 

２ 職員の懲戒処分の状況 

 ⑴ 懲戒とは，職員に法令違反などの一定の義務違反があった場合になされる処分であり，

職員の道義的責任を問うことにより，地方公共団体における規律と公務遂行の秩序を維

持することを目的としています。 

 ⑵ 地方公務員法は，懲戒によって不利益な処分を受ける場合を限定しています。その事

由は地方公務員法で定められているものに限られますが，これは，職員の責任を問い，

重大な不利益をもたらすものであることによります。 

  ア 懲戒処分者数 

 戒告 減給 停職 免職 計 訓告等

法令に違反した場合 － － － － － － 

職務上の義務に違反し又は職務を怠っ

た場合 
－ － － － － － 

全体の奉仕者たるにふさわしくない非

行のあった場合 
－ － － － － － 

計 － － － － － － 
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  イ 事由別，種類別処分数 

 戒告 減給 停職 免職 計 訓告等

一般服務関係（欠勤，勤務態度不良等） － － － － － － 

通常業務処理関係（業務処理不適正，

報告怠慢等） 
－ － － － － － 

公金官物取扱関係（紛失，不正取扱等） － － － － － － 

横領等関係 － － － － － － 

収賄・供応等関係 － － － － － － 

交通事故・交通法規違反関係 － － － － － － 

公務外非行関係 － － － － － － 

違法な職員団体活動関係 － － － － － － 

監督責任関係 － － － － － － 

計 － － － － － － 

 



 18

Ⅴ 職員の服務の状況 

 

１ 服務の根本基準 

  地方公務員法第 30 条は，「すべて職員は，全体の奉仕者として公共の利益のために勤務

し，かつ，職務の遂行に当たっては，全力を挙げてこれに専念しなければならない」と定

めています。これは，憲法第 15 条第２項が「すべての公務員は全体の奉仕者であって，一

部の奉仕者ではない」と規定しているところを受けたものです。これを実現するための地

方公務員法上の義務は，次のとおりです。 

区分 内容 

法令及び上司の命令に

従う義務 

職員は，その職務を遂行するに当たって，法令，条例等に従い，

かつ，上司の職務上の命令に忠実に従わなければなりません。 

職務に専念する義務 〈下記２〉 

信用失墜行為の禁止 職員は，その職の信用を傷つけ，又は職員の職全体の不名誉と

なるような行為をしてはならないとされています。 

秘密を守る義務 職員は，在職中であると退職後であるとを問わず，職務上知り

得た秘密を漏らしてはなりません。 

政治的行為の制限 職員は，特定の政治的行為について，これを行うことを禁止さ

れています。 

争議行為等の禁止 職員は，使用者たる住民に対して同盟罷業，怠業その他の争議

行為をすること，また，地方公共団体の機関の活動能率を低下

させる怠業的行為をすることを禁止されています。 

営利企業等の従事制限 〈下記３〉 

 

２ 職免の状況 

  地方公務員法第 35 条において，「職員は，法律又は条例に特別の定がある場合を除く外，

その勤務時間及び職務上の注意力のすべてをその職責遂行のために用い，当該地方公共団

体がなすべき責を有する職務にのみ従事しなければならない。」と規定しています。本町に

おける「特別の定」は，「さつま町職員の職務に専念する義務の特例に関する条例」及び「さ

つま町職員の職務に専念する義務の特例に関する条例施行規則」であり，この規定の範囲

内で職務専念義務を免除することができることとしています。 

 

３ 職員の営利企業等従事許可 

  職員は，任命権者の許可を受けなければ，営利企業の役員を兼ね，若しくは自ら営利企

業を営み，又は報酬を得ていかなる事業等にも従事してはならないとこととされています。 

  営利企業等従事の許可に当たっては，①職員の占める職と営利企業等との間に特別な利

害関係又はその発生の恐れがある場合，②職員が営利企業等に従事することにより，職務

の遂行に支障を生ずる場合，③その他営利企業等に従事することにより，地方公務員法の

精神に反する結果を生ずる場合には許可しないこととされています。 
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Ⅵ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

 

１ 研修の状況 

 ◎ 実施研修の状況 

   任命権者は，職員の勤務能率の発揮及び増進のために研修を受ける機会を与えることとさ

れています。また，多様化する行政需要に対応し，事務の執行能率を高めるため，人材を計

画的・組織的に育成・確保していくことが重要な課題であり，職員一人ひとりの能力開発と

意識改革が必要されております。 

このような状況の中で，平成 23 年度においては，下表のとおり，職場外研修，職場内研

修等について実施し，職員の育成に努めてきたところである。 

 

種

別 
研   修   名 実施時期 期間 人数 備 考  

職種転換職員研修 ４月 ２日 ２人    

新規採用職員研修（前期） ５月 ３日 ５人    

新任課長級研修 ５月 ２日 １人    

新任課長補佐級研修 ５，６月 ２日 ６人    

新任係長級研修 ７月 ２日 ４人    

主査研修 ７月 ２日 ３人    

技能労務職員研修 ８月 ２日 １人    

一般職員研修 ８，９月 ３日 ８人    

新規採用職員研修（後期） １０月 ４日 ５人    

簿記と基本と財務諸表の読み方 ４月 ３日 ４人    

行政訴訟等の実務 ８月 ２日 ２人    

法制執務研修会（初級） ８月 １日 ２３人    

人間関係力向上 ９月 ２日 ２人    

人権同和問題研修会 １０月 １日 ２６３人 午前・午後  

グローバル化と地域経済研修 １２月 １日 ２人    

自
治
研
修
セ
ン
タ
ー
委
託
研
修 

成功するプレゼンテーション １月 ２日 １人    

自治研修センター委託研修 小計 ３３２人    
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町新規採用職員研修 ４月 ４日 ６人    

使用料等の滞納債権の回収方法 ５月 ５日 ２人    

平成２３年度自治体の財源確保策 ６月 ３日 １人    

平成２３年度管理監督者等に対する 

メンタルヘルス研修 
７月 １日 ２人    

パソコン研修（給食調理員対象） ８月 ３日 ８人    

パソコン特別研修（Ｅxcel応用） ９月 １日 ３人    

パソコン特別研修（Ａccess基礎） ９月 １日 ２人    

クレーム対応研修会 ９月 １日 ２２４人 午前・午後  

人事評価制度ＮＯＭＡ講師 

プレゼンテーション 
１０月 １日 ２人    

公共施設マネジメントセミナー １１月 １日 ２人    

パソコン研修（Ａccess基礎） １１月 １日 ２人    

パソコン研修（Ａccess応用） １１月 ２日 ４人    

パソコン特別研修（Ａccess基礎） １月 １日 １８人    

アナウンス研修及び広報研修会 ２月 １日 ２５人    

※自治大学（税務専門課程）研修 ８月～ ３０日 １人    

町
独
自
研
修
等 

※かごしま遊楽館派遣 H22/H23 ２年間 １人    

町独自研修等 小計 ３０３人    

合  計 ６３５人    

 

 

 

 

２ 職員の勤務成績の評定の状況 

  任命権者は，公務能率を増進させるため，職員の執務について定期的に勤務成績の評定を行

い，その評定結果に応じた措置を講じることとされています。 

  町では，新たな人事評価（施行実施を踏まえ）を行い，その結果を適材適所の人員配置等に

活用します。 
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Ⅶ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 

１ 厚生制度の状況 

 （１） 職員互助団体の運営状況 

   さつま町では，職員の相互共済及び福利厚生等を図るために職員互助会を組織し，福利厚

生，医療等に関する給付等の事業を行いました。 

（単位：千円） 

財源内訳 
区分 団体の名称 事業費 

職員掛金 補助金 その他 

さつま町 さつま町職員共済会 4,634 
2,950 

(52.5％) 

0 

(0％) 

2,669 

(47.5％) 

  ※ 平成23年度決算による。 

 

 （２） 厚生事業の実施状況 

   町では職員の保健，元気回復その他厚生に関する事項について，下表に掲げる取組みを実

施しております。 

区分 内容・実施状況 

職員の安全衛生管理  職場における安全衛生の確保を図り，快適な職場環境の形成の

ため，各種施策を実施した。 

・ 職場における庁舎内禁煙の実施 

職員の健康管理  職員が健康で安心して業務に従事できるよう，各種施策を実施

した。 

・ 結核健診の実施 

・ 健康診断の実施 

その他  職員の厚生に関する各種施策を実施した。 

・ 町職員共済会等が実施する健康管理事業への助成 

  ※ 平成23年度における厚生事業の実施状況である。 

 

２ 公務災害認定の状況 

  職員が公務中又は通勤途中に災害に遭い，公務災害又は通勤災害と認定されたときは，地方

公務員災害補償制度によって治療費等が補償されることになっています。 

区分 事由 平成23年度認定件数 

自己の職務遂行中 ０ 
負傷 

その他 ０ 

公務上の負傷に起因する疾病 ０ 
公務災害 

疾病 
その他 ０ 

通勤災害  ０ 

  ※ 平成23年度中の公務災害及び通勤災害の認定状況である。 
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公平委員会の事務の委託を受けた県人事委員会の業務状況 

 

Ⅰ 勤務条件に関する措置の要求の状況 

 

 勤務条件に関する措置要求制度とは，職員が給与，勤務時間その他の勤務条件について，適切

な措置が執られるべきことを本町が事務委託をしている鹿児島県人事委員会に対して要求する制

度です。鹿児島県人事委員会が審査した結果，要求を容認すべきものと認めるときは，人事委員

会の権限に属する事項については実行し，その他の事項についてはその権限の有する本町に対し

て，これを実行させるために必要な措置を勧告します。 

◎ 処理状況 

係属事案はなく，平成23年度に新たな措置要求はなかった。 

 

 

Ⅱ 不利益処分に関する不服申立ての状況 

 

 任命権者によって懲戒その他自分の意に反する不利益な処分を受けた職員は，本町が事務委託

をしている鹿児島県人事委員会に不服申立てをすることができます。鹿児島県人事委員会がその

処分を審査して，適法かつ妥当であれば承認しますが，もし違法又は不当であれば処分の取消し

又は修正をし，必要があればその職員が被った不当な取扱いを是正する措置を指示します。 

 ◎ 処置状況 

   係属事案はなく，平成23年度に新たな措置要求はなかった。 

 


